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｜土地・不動産に関する行政情報・トピックス・学会誌情報 

【行政情報】 

● 建築基準整備促進事業の成果報告会を開催（5/14-15）：国交省 

国土交通省は、令和 7 年度建築基準整備促進事業の成果報告会を 5 月 14 日、15 日に開催する。

建築基準法等に係る技術基準の整備・見直しに向けた全 16 事業の調査結果を報告するもので、「建

設用 3D プリンターを用いた建築物に係る構造規定の検討」などを扱う。会場は東京都文京区の「す

まい・るホール」で、今年度から WEB 傍聴にも対応する。参加は事前申込制で、締切は 5 月 11 日

17 時。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 「国土交通省 PPPパートナー」の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 17 日、PPP/PFI の普及促進に向けた「国土交通省 PPP パートナー」の募集

を開始した。募集するのは、データベース、セミナー、金融機関、個別相談の 4 分野のパートナー

で、地方公共団体や民間企業向けに無償の情報提供や相談対応、セミナー開催などを行う。応募期

間は 5 月 15 日 17 時まで。審査を経て認定されたパートナーの活動期間は令和 8 年 6 月 1 日から

令和 10 年 5 月 31 日までとなる。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● サービス付き高齢者向け住宅整備事業の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 17 日、令和 8 年度サービス付き高齢者向け住宅整備事業の募集を開始した。高

齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる住まいの確保を目的に、サ高住を整備する民間事業者等を

支援する。新築・改修では整備費の 3 分の 1 を補助し、新築は 1 戸当たり最大 150 万円、改修は最大

234 万円を補助する。応募締切は 12 月 11 日で、事前の事業登録は 9 月 10 日まで受け付ける。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 地域価値共創モデル事業の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 15 日、不動産業者を核とした「地域価値共創モデル事業」の募集を開始した。

空き家・空き地等の利活用を通じ、不動産業者と地方公共団体、建設、観光、福祉、金融など多様

な主体が連携して地域の新たな価値創出を目指す取組を支援する。連携体制の構築に要する費用の

一部を補助し、得られた知見や成果を広く周知する。応募期間は 5 月 29 日 17 時まで。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 「子育て支援型共同住宅推進事業」の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 7 日、「子育て支援型共同住宅推進事業」の募集を開始した。共同住宅におけ

る子どもの転落事故や防犯対策への対応を目的に、分譲マンションや賃貸住宅を対象として、安全

確保設備などの整備を支援する。補助対象は、転落防止手すり、補助錠、防犯性の高い窓・玄関ド

ア、キッズルームや集会室、遊具等の整備など。建設型・改修型の申請締切は令和 9 年 2 月 26 日。 

報道発表資料：国土交通省 

https://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_001061.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo21_hh_000299.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house07_hh_000318.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo16_hh_000001_00118.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000263.html


土地総研メールマガジン第 161号「土地・不動産に関する行政情報・トピックス・学会誌情報」 2 

● 空き家対策モデル事業の募集を開始（5/20 締切）：国交省 

国土交通省は 4 月 20 日、令和 8 年度空き家対策モデル事業の提案募集を開始した。民間事業者

や NPO、地方公共団体等による先進的な空き家対策を支援するもので、相談対応の充実、新たな

ビジネスモデル構築、居住ニーズに対応した活用、AI・デジタル技術の活用など 5 テーマを設定し

た。事業スキーム構築や普及啓発などのソフト事業に加え、改修・除却工事等のハード事業も対象

とする。応募締切は 5 月 20 日正午。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 住まい環境整備モデル事業の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 13 日、「令和 8 年度 人生 100 年時代を支える住まい環境整備モデル事業」の

募集を開始した。高齢者や障害者、子育て世帯などが安心して暮らせる住環境の整備を目的に、ラ

イフステージに応じた居住ニーズへ対応する先導的な取組を支援する。課題設定型や事業者提案

型、子育て住宅型などを対象とし、民間事業者等を公募する。第 1 回締切は 6 月末、第 2 回締切は

8 月中旬を予定している。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● セーフティネット住宅・居住サポート住宅改修事業の募集を開始：国交省 

国土交通省は 4 月 13 日、令和 8 年度「セーフティネット専用住宅改修事業」および「居住サポ

ート住宅改修事業」の募集を開始した。空き家や民間賃貸住宅を、住宅確保要配慮者向け住宅や見

守り等のサポートを提供する住宅へ改修する事業者を支援する。補助対象はバリアフリー化や耐震

改修、防音工事、子育て世帯対応改修などで、補助率は 3 分の 1、上限は 1 戸当たり 62 万円等と

する。応募締切は 12 月 11 日。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● マンションの外部管理者方式ガイドラインを改訂：国交省 

国土交通省は 4 月 1 日、「マンションにおける外部管理者方式等に関するガイドライン」を改訂

した。改正マンション管理適正化法の施行を踏まえ、マンション管理業者による外部管理者方式（管

理業者管理者方式）の適正な運営を確保することが目的。既存・新築マンションで同方式を導入す

る際の手続きや、利益相反取引に関する対応、通帳・印鑑等の保管体制などについて整理した。昨

年 12 月に策定・改正した標準契約書や標準管理規約との整合も図っている。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 単身世帯も「40㎡超」の住宅へ、居住面積の指針を提示：国交省 

政府が 3/27 に閣議決定した次期「住生活基本計画」では、今後供給・流通を促進する住宅の規

模として、新たに「40 ㎡程度を上回る」水準が示された。これは、2050 年に向けて増加する単身

世帯が都市部で「ゆとりのある住生活」を営めるようにするとともに、2〜3 人世帯の居住にも対応

可能な広さを考慮したもの。従来の単身世帯向け水準（25 ㎡以上）からの引き上げを意識した指針

となっている。なお、既存住宅を活用するセーフティネット登録住宅などは、政策目的に応じてこ

の基準によらない柔軟な運用を認めるとしている。 

報道発表資料：国土交通省 

https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000264.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house07_hh_000317.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house07_hh_000316.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000262.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house02_hh_000244.html



